
報告事項 １ 

 

令和５年９月定例県議会の概要について 

令和５年９月２７日から１０月１９日までの会期で開催された定例県議会にお

ける教育委員会所管分の質疑状況等について、別紙資料に基づき報告します。 

 

 

 

 

令和５年１０月１９日  

  総 務 課  

  



 



【代表質問】

順 氏 名 会派 担当部局 担当課 備考

1 藤 原 ひ ろ き 自民 5

(2) 教育 特別支援教育課 知事答弁

2 天 野 正 基 民主 7

(2)

教育 義務教育課

教育 義務教育課

【一般質問】

順 氏 名 会派 担当局 担当課 備考

4 加 藤 貴 志 公明 1

(1) 教育 あいちの学び推進課

(2) 教育 高等学校教育課

(3)

ｱ 教育 高等学校教育課

ｲ 教育 高等学校教育課

教育 高等学校教育課

2

(1) 警察

(2) 警察

(3) 教育 保健体育課

3 福祉

4 経産 知事答弁

公立高校入学者選抜制度の在り方について

学校での子供のＳＮＳ被害防止の取組につい
て

大学生サイバーボランティアと連携した取り
組みについて

県立高校における不登校生徒への支援と入学者
選抜制度の在り方について

航空宇宙産業企業に対する支援の取り組みにつ
いて

認知症施策の推進について

ｳ

公立高校入試の長期欠席者にかかる選抜方
法の周知について

調査書の記載事項について

SNSに起因した子供の性被害の未然防止取組に
ついて

子供のＳＮＳ被害防止の取り組みについて

令和５年９月議会 質問一覧

質問項目

次代を担う人づくりについて

次期愛知県特別支援教育推進計画の策定につ
いて

誰もが活躍できる社会の実現について

不登校対策について

ｱ 校内フリースクールの設置について

ｲ
メタバースを活用した学習機会の提供につ
いて

質問項目

受検生が自己表現できる選抜の現状と今後
の展望について

新しいタイプの定時制・通信制高校の設置に
向けた検討状況ついて

不登校生徒に対する、オンライン授業の制度
化への対応について
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令和５年９月議会 質問一覧

順 氏 名 会派 担当局 担当課 備考

6 江 原 史 朗 民主 1

(1) 農基

(2) 農基

(3) 農基

2

(1) 教育 特別支援教育課

(2) 教育 特別支援教育課

7 今 井 隆 喜 自民 1 農基

2

(1)

ｱ 教育 特別支援教育課

ｲ 県民

ｳ 福祉

(2) 福祉

(3) 福祉

3 都交 知事答弁

公立の幼稚園と、小・中学校における受入
れの状況及び看護師等の配置について

医療的ケア児等への支援の充実強化について

医ケア児の受入れと看護師の配置状況につ
いて

保育所等における医療的ケア児受入れにつ
いて

地域の支援体制について

幼稚園等における医療的ケア児の受入れにつ
いて

愛知県の森林資源の利活用について

早期発見を通じた適切な支援について

森林環境譲与税を活用した学童保育施設の木
造化について

林業労働者の現状について

林業労働者の確保・育成について

学習障害を抱える子どもたちの学習環境整備に
ついて

発達性ディスレクシアの児童数について

矢作川水系における大規模農業水利事業につい
て

コーディネーターの配置状況等について

名鉄名古屋本線・西尾線　新安城駅付近の連続
立体交差化について

質問項目
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令和５年９月議会 質問一覧

順 氏 名 会派 担当局 担当課 備考

12 藤 原 聖 民主 1 警察

2

(1) 教育 保健体育課

(2) 教育 保健体育課

3

(1)

ｱ 教育 あいちの学び推進課

ｲ 教育 あいちの学び推進課

(2)
県民
福祉

17 井 上 し ん や 減税 1
総務
政企

2

(1) 福祉

(2) 福祉

3

(1) 県民

(2) 防災

4

(1) 教育 義務教育課 再質問

(2) 教育 義務教育課

(3) 教育 義務教育課

(4) 労働

質問項目

教育時間の確保について

子どもたちの居場所づくりについて

休み方改革マイスター企業認定制度について

支払いの適正化のための取り組みについて

災害発生時の多言語による情報発信について

大規模災害発生時の外国人への情報発信につ
いて

民間ラジオ局を通じた外国人への情報発信に
ついて

県民の日学校ホリデー、休み方改革について

愛知県から各自治体への説明について

夜間中学校の検討状況について

関係団体との連携について

夜間中学のさらなる地域展開について

高齢化問題について

児童扶養手当について

愛知県が把握している実績について

県民税の減税、国家戦略特区による規制緩和に
ついて

防犯カメラの設置による犯罪抑止効果について

県立高校における不審者の侵入防止対策につい
て

県立高校における不審者の侵入を防止するた
めの取組について

県立高校における防犯カメラの設置について

外国にルーツのある県民に対する支援について
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令和５年９月議会 質問一覧

順 氏 名 会派 担当局 担当課 備考

18 横 田 た か し 自民 1 都交

2 教育 あいちの学び推進課

3 教育 高等学校教育課

21 杉 浦 正 和 自民 1 知事答弁

(1) 教育 ICT教育推進課

(2)

ｱ 教育 ICT教育推進課

ｲ 教育 ICT教育推進課

(3) 教育 高等学校教育課

2 総務

ＡＩを活用した授業について

ＡＩを活用した授業の進め方について

ＡＩについての学校や教員の適切な理解と
利用スキル向上のための取組について

生徒たちが自分自身で学ぶ楽しさや喜びを発見できる環境の創出
と、生徒たちの興味や関心に沿ったアプローチについて

本県における情報セキュリティ対策について

地域の基幹産業に関する学びの機会の創出につ
いて

ＡＩ時代における教育のあり方について

学校におけるＡＩ活用能力の育成について

質問項目

県立高等学校再編の将来構想について

増加する無人駅への対応について
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令和５年９月定例県議会教育・スポーツ委員会(１０月１２日) 

 

〇議案審査 

  第１０３号議案 

令和５年度愛知県一般会計補正予算（第４号）：教育委員会所管分 

  第１１１号議案 

「物品の買入れについて（乗合自動車（リフト付特別仕様スクールバス））」 

 

〇請願審査 

請願第９号 

「小中高生の新型コロナワクチン接種後体調不良者への合理的配慮」 

について（教育関係） 

請願第１３号 

「愛知県に『学校給食無償化補助金』の創設を求める」について（教育関係） 

 

【議案質疑】 

なし 

 

【一般質問】 

宮島謙治 委員（自由民主党） 

  ・熱中症対策について 

島孝則 委員（あいち民主） 

  ・成人年齢引き下げによるトラブル回避の取り組みについて 

 大久保真一 委員（公明党） 

  ・働き方改革について 

中村竜彦 委員（自由民主党） 

  ・県立学校の施設改修について 

下奥奈歩 委員（無所属） 

  ・熱中症対策（部活動・空調）について 

  ・教育実習の実態等について 

  ・教員採用選考試験について 

谷口知美 委員（あいち民主） 

・不登校対策（中高一貫校、夜間中学）について 

  ・教職員の離職理由について 

田中泰彦 委員（自由民主党） 

 ・教員の多忙化解消について 

・特別支援学校での外国語対応について 

・ＩＣＴ支援員の活用について 
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鈴木雅博 委員（自由民主党） 

 ・オーガニック給食について 

 ・地域と連携した人材育成について 
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令和５年９月定例県議会 代表質問（１０月２日） 知事答弁要旨 

自由民主党 藤原ひろき議員 

 

【質問要旨】 

５ 次代を担う人づくりについて 

(2) 次期愛知県特別支援教育推進計画の策定について 

次期愛知県特別支援教育推進計画は、国の方針に沿って策定されるものと考えますが、

現行計画の成果を踏まえ、愛知県としてどのような理念のもとで、どのようなことに重

点を置いて取り組んでいかれるのか、知事のご所見をお伺いいたします。 

 

【知事答弁要旨】 

(2) さて、私からの最後の答弁となりますが、次期愛知県特別支援教育推進計画の策定に

ついてであります。 

現行の第２期計画の計画期間である2019年度から今年度、2023年度までの５年間に、

特別支援学校の教室不足や長時間通学を解消するために、様々に学校の新設を行ってま

いりました。「瀬戸つばき特別支援学校」、｢にしお特別支援学校｣、｢千種聾学校ひがし

うら校舎｣の新設、そして｢豊橋特別支援学校潮風教室｣の設置、｢みあい特別支援学校｣

の校舎の増築などを行いました。また、現在は、｢岡崎特別支援学校｣の移転新築、これ

は来年４月、本宿から美合に移ってまいりまして、新築して開設をいたします。そして、

｢いなざわ特別支援学校｣の校舎増築、｢小牧特別支援学校｣にもまた校舎を増築して、今

肢体の学校がありますが、併せて「にしお」のように知的障害部門を新たに新設して、

併設をする学校といたします。そして、豊田市にも知的障害の特別支援学校を、南山国

際の跡地に新設をいたします。また、名古屋市天白区にも肢体不自由の特別支援学校を、

新設をいたします。こうしたことを着々と進めてまいります。 

さらに、特別支援学校に配置している看護師やスクールカウンセラー、就労アドバイ

ザーを増員し、支援や指導の充実を図るとともに、小・中・高等学校における通級指導

教室の設置拡大にも取り組み、障害のある子供とない子供ができるだけ同じ場で共に学

べる環境を整備をしてまいりました。 

次期計画では、これまでの取組をさらに、さらに一歩前に進めまして、共生社会の実

現に向けたインクルーシブ教育システムを推進してまいります。 
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具体的には、全ての教員が特別支援教育に関する専門性を身に付けられるよう、経験

年数や職務に応じた実践的な研修の充実や、小・中・高等学校と特別支援学校の人事交

流の活性化を図ります。 

また、地域の小・中学校や高等学校で学ぶ障害のある子供に対して、より専門的なサ

ポートが行えるよう、特別支援学校の相談担当者による巡回相談を拡充するなど、支援

体制の強化を図ってまいります。さらに、市町村における特別支援教育の充実に向けた

取組への支援を行ってまいります。 

こうした内容を柱とする次期計画を、関係者の皆様のお声をお聞きしながら今年度内

に策定をいたしまして、障害のある子供たちが、少しでも身近な通いやすい学校で学び、

地域とのつながりの中で成長できるようにしてまいります。 
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令和５年９月定例県議会 代表質問（１０月２日） 教育長答弁要旨 

あいち民主 天野正基議員 

 

【質問要旨】 

７ 誰もが活躍できる社会の実現について 

(2) 不登校対策について 

ア 「校内フリースクール」の設置については、現在の不登校の状況や、今年度のモデ

ル事業の成果を踏まえ、今後どのように進めていかれるのか、教育長のご所見をお伺

いします。 

イ ＩＣＴの時代において、メタバースを活用した学習機会の提供は、より多くの不登

校児童・生徒を支援することにつながると思いますが、教育長のご所見をお伺いしま

す。 

 

【教育長答弁要旨】 

(2)ア はじめに、校内教育支援センター、いわゆる「校内フリースクール」の設置につい

てお答えいたします。 

不登校の数は、近年、特に中学校で急増しており、担任や支援員が配置をされ、学

びの環境が整った「校内フリースクール」の設置を促進をすることは、子供の学びの

場を確保するために、大変重要であると認識をしております。 

県内では、議員お示しのように、一部の市で独自に「校内フリースクール」の設置

を進めておりますが、県全体への普及は、これからという状況でございます。 

そこで、県教育委員会では、今年度から尾張旭市立旭中学校と幸田町立北部中学校

の２校に「校内フリースクール」を設置をし、その効果を検証するモデル事業を開始

をしております。 

この２校では、９月15日現在、あわせて19人の生徒が「校内フリースクール」を

利用をしており、担任と支援員を配置をして生徒の指導や支援に当たっております。 

新たな居場所ができたことによって、教室に居づらい生徒が安心感をもって自分の

ペースで学習に取り組んだり、長期間自宅から出ることができなかった生徒が登校を

できるようになったりと、効果が出てきていることを学校からは聞いております。 

今後は、「校内フリースクール」の効果を県内の市町村に向けて発信をし、全ての公
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立中学校において、不登校の子供たちの学びの場が確保ができるよう取り組んでまい

ります。 

イ 次に、メタバースを活用した学習機会の提供についてお答えをいたします。 

メタバースという仮想空間では、アバターと呼ばれる自分の分身となるキャラクタ

ーを通して相手と会話をする匿名性から、コミュニケーションがとりやすいというメ

リットがございます。 

県教育委員会では、昨年度から、県立御津あおば高校において、メタバースを活用

した学習活動を行っております。他校の生徒や民間企業の社員の方と意見交換を行う

際に、互いの顔を見ながら行う時よりも、活発にコミュニケーションができるといっ

た効果が出ております。今年度は、不登校や病気療養中など登校できない生徒が、自

宅で学びを継続できるよう、メタバースを活用した遠隔授業を行っております。 

こうしたメタバースを活用した学習活動は、自宅から出られない不登校生徒の学習

機会を確保をする上で有効な手段の一つでありますが、不登校生徒は学習以外の面で

も、きめ細かな支援を必要としております。 

そのため、県教育委員会では、昨年度以来、議員お示しの春日井市が連携をするＮ

ＰＯ法人との間で、メタバースを活用をした不登校支援について情報交換を行ってま

いりました。 

そのＮＰＯ法人が実施をしているオンライン不登校支援は、教科の学習だけではな

く、利用する生徒一人一人にカウンセラーがついて、心理面のサポートを行うととも

に、クラブ活動に関するプログラムなども用意がされており、学校に通うことのでき

ない不登校生徒への支援ツールとして、より充実をした内容となっております。 

そこで、春日井市や他県の自治体の取組を注視をしつつ、メタバースを活用した教

育プログラムを開発している団体や企業と連携をし、自宅から出ることが難しい不登

校生徒への支援の一層の充実に、しっかりと取り組んでまいります。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月３日） 教育長答弁要旨 

４番  公明党 加藤貴志議員 

 

【質問要旨】 

１ 県立高校における不登校生徒への支援と入学者選抜制度の在り方につい 

 て 

(1) 不登校を経験した生徒が学びやすい新しいタイプの定時制・通信制高校の設置に向け

た検討状況はどのようか。 

(2) 県立高校における不登校生徒に対するオンライン授業の制度化への対応について伺い

ます。 

(3) 公立高校入学者選抜制度の在り方について 

ア 公立高校入試の長期欠席者等にかかる選抜方法において、過年度卒業生も対象にす

ることを今後どのように周知していくのか。 

イ 調査書の簡素化など記載事項の在り方について今後検討をしていくべきと考えるが

どうか。 

ウ 本県の公立高校入試において、受検生が自己表現できる選抜の現状と今後の展望に

ついて、どのように考えているか。 

２ 子供のＳＮＳ被害防止の取り組みについて
 

(3) ＳＮＳ上での犯罪被害リスク啓発の観点で小中高の教育現場での取り組みはどのよう

に行われているのか。 

また、大人に子供視点でのリスクを理解してもらうため、県警察の協力を得て教師や

保護者に対し研修の機会を確保していくことも重要だと考えるが、所見を伺います。 

 

【教育長答弁要旨】 

１ 県立高校における不登校生徒への支援と入学者選抜制度の在り方につい 

 て 

(1) はじめに、新しいタイプの定時制・通信制高校の設置に向けた検討状況についてお答

えをいたします。 

豊野高校、御津あおば高校、佐屋高校、武豊高校の４校に設置をする新しいタイプの

定時制・通信制高校につきましては、教育関係者からなる検討部会と設置校ごとのワー

キンググループを設け、具体的な検討を進めております。 

これらの学校は、昼間定時制と通信制を全日制の高校内に設置をし、生徒一人一人の

状況に応じて、通信制、昼間定時制、全日制の課程間の行き来を自由にし、自分が望む

学び方ができるようにしてまいります。 
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また、不登校を経験した生徒の中には、課程間を行き来することで学習環境が変わる

ことに不安を感じる生徒もおりますので、例えば、通信制に入学して週１日程度のスク

ーリングで登校するうち、さらに学びを広げたい場合には、昼間定時制や全日制の授業

を選択して学ぶことができるようにしてまいります。 

不登校を経験した生徒をはじめ多様な学習ニーズをもった生徒たちが、身近な地域で、

自分のペースで学習し、学びを深めて社会に出ていくことができる学校となるよう、2025

年４月の開設に向けて準備を進めてまいります。 

(2) 次に、県立高校における不登校生徒に対する、オンライン授業の制度化への対応につ

いてお答えをいたします。 

県立高校におけるオンライン授業は、2019 年度から病気療養中の生徒に行う場合は、

生徒側に保護者などが付き添っていれば、教員がいなくても授業として認められており

ます。これを不登校の生徒にも拡大をするための制度改正を行う方向性が、議員お示し

のとおり、今年の８月に中央教育審議会から示されました。 

県教育委員会といたしましては、今後の国の動向を注視をし、制度改正が行われた際

には、生徒の希望に応じて、不登校生徒に対するオンライン授業を実施をできるよう準

備を進めてまいります。 

(3)ア 次に、入学者選抜制度に関するお尋ねのうち、長期欠席者等にかかる選抜方法、い

わゆる「長欠選抜」の対象を、過年度卒業生にも拡大をすることの周知についてお答

えをいたします。 

「長欠選抜」は、中学３年生の欠席日数が、出席すべき日数の半分以上である者を

対象とした、不登校生徒に配慮をするための制度でございます。この制度の対象者は、

従来は、現役の中学生のみを対象としておりましたが、来年２月に実施をする入試か

ら、議員お示しのとおり、既に中学校を卒業している者にも拡大をすることといたし

ました。 

この制度変更につきましては、７月25日に報道発表をするとともに、県教育委員会

のウェブページにも掲載をし、今年度の制度改正の内容が、過年度卒業生にもわかり

やすく伝わるようにしております。 

今後は、受検生向けのリーフレットを作成をし、今月の中旬以降に実施をする、中

学校と高校の入試の担当教員を集めた説明会において、今回の制度変更について改め

て周知をするとともに、「長欠選抜」の対象となる生徒が、出願や進路の相談に中学

校や高校を訪れた際などに、リーフレットを用いて長欠選抜に申請ができることを説

明をするなど、丁寧な周知に努めてまいります。 
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(3)イ 次に、調査書の記載事項についてお答えします。 

愛知県の公立高校入試の調査書には、「中学校生徒指導要録」に基づき、３年生の

評定を記載をする「学習の記録」や、「総合的な学習の時間の記録」、学級活動や生

徒会活動、部活動などについて、客観的で具体的な事実を記載をする「総合所見及び

指導上参考となる諸事項」、２年生と３年生の欠席日数とその理由を記載する「出欠

の記録」などの記載事項がございます。このように、調査書は、学力検査の成績に偏

ることなく、中学校における学校生活全体を評価することにより、多面的な入試を実

現するための重要な選抜資料でございます。 

一方、議員お示しのように、欠席日数の記録が不利に働くのではないかと不安を抱

く生徒がいることや、いわゆる「校内フリースクール」の設置が進む中で、出席や欠

席のとらえ方に変化が生じていることも事実でございます。また、休日の部活動が段

階的に地域移行をされる中で、学校外の活動状況や成果をどのように把握をし、調査

書に反映するのかなど、新たな課題も生じてきております。 

そうしたことから、調査書の記載内容については、昨年度、中学校、高校の教員や、

保護者、大学の研究者など教育関係者で構成をする入学者選抜制度を検討する会議に

おいて協議をし、頑張って出席した生徒の努力を評価することも大切だという意見が

大勢を占め、現行どおりとしたところでございますけれども、今後、時代の変化に合

わせて、常に見直しを図っていくものと考えております。 

(3)ウ 次に、受検生が自己表現できる選抜の現状と今後の展望についてお答えをします。 

今年２月に実施をした入試から、受検生の将来の進路目標や、出願をする学校・学

科でぜひ学びたいという意欲などを重視する特色選抜を導入いたしました。 

この特色選抜では、受検生が「志望理由書」を提出し、面接において自己表現を行

います。また、実施校の一部では、受検生にプレゼンテーションを課しており、学校

が設定をしたテーマについて受検生が事前に発表資料を作成し、それを用いて検査当

日に発表を行うという自己表現の機会を設けております。実施１年目の昨年度は、全

日制高校157校のうち78校で特色選抜を実施し、また、そのうちの23校でプレゼン

テーションを実施しました。 

現在、県立高校では、それぞれが一層の魅力化・特色化に取り組んでいるところで

ございます。その取組を各学校がしっかりと発信をすることにより、魅力や特色に共

感をした生徒が、その学校で学びたいという意欲や自分の考えを表現をできる特色選

抜を広げてまいりたいと考えております。 
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２ 子供のＳＮＳ被害防止の取り組みについて
 

(3) 最後に、学校での子供のＳＮＳ被害防止の取組についてお答えします。 

ＳＮＳ上の被害リスクに関する子供たちへの啓発は、教育活動全体を通して推進をし

ている「情報モラル教育」の中で行っております。 

例えば、小学校高学年の「道徳」では、友達の写真を無断で投稿してトラブルになっ

た事例を、中学校の「技術・家庭科」では、パスワードの漏洩による被害の事例などを

取り上げ、子供たちに情報社会で身を守るために必要なことを考えさせております。 

高校では、必修の「情報Ⅰ」の中で、犯罪や迷惑行為に巻き込まれないための知恵や、

個人の責任について学んでおります。 

また、教員の研修につきましては、公立の小・中・高校の教員を対象とする防犯に関

する研修会において、警察から講師を招き、ＳＮＳによる犯罪被害の現状と対策につい

て学んでおります。 

保護者につきましては、ＰＴＡが主体となり、学校や地域単位で、警察や携帯電話会

社から講師を招いて研修を行っていただいております。 

情報社会の変化は速く、子供たちを適切に導くには最新の知見が不可欠でございます

ので、今後も警察と連携して、子供の理解促進と、教員、保護者への研修の充実を図っ

てまいります。 

 

【要望】 

２点要望させていただきます。まず、入学者選抜制度の在り方についてであります。 

県は、15歳時点で生徒にどのような力を身に付けてもらいたいのでしょうか。 

あるアンケートによると、テクノロジーが進む今後20年後でも社会で生き抜く上で必要

とされる能力とは、コミュニケーション能力と言われています。ここで日本を代表するマ

ーケター森岡 毅（もりおか つよし）氏、ユニバーサルスタジオジャパンを再建した方

の著書「苦しかったときの話をしようか」の中から印象的な文章を引用紹介させていただ

きます。 

「自分のことを知っている度合いをセルフアウェアネス（self awareness）という。日

本最大の課題の一つは、このセルフアウェアネスが強い子供を、もっと増やしていくべき

だということ。小学校へ入学してから大学を出るまでの16年間もあるのに、自分が何者で、

どんな特徴があって、どんな時に幸せを感じるか、どんな職について、どんな人生を送り

たいか、そういうことをほとんど考えさせない。高校時代に文系か理系を選ぶ際にも、自
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身の内面を問うことをスキップして、その時点で数学がどの程度できるかで半自動的に決

まってしまう。進むべき大学や学部を受験の合否と偏差値による世間評価との相場観でそ

れほど悩まなくても自動的に決まっている。結果、セルフアウェアネスが未成熟なまま自

己の軸がない状況のまま就活が始まる人が多い」と。 

教育の責務は、子供たちが社会で自立できるよう自己を認識する力、人生を選択する力、

表現する力を身に着けることではないでしょうか。 

前例などにとらわれて慣例的に行っている部分を適宜改定し、真に必要なものに絞って

いく必要があります。その観点で、入学者選抜方法は、まだまだ改革の余地があると考え

ているので、先の問いかけに対して、ぜひ前向きに取り組んでいただきたいと思います。 

２つ目は、子供のＳＮＳ被害防止に関してです。ＳＮＳを介した犯罪は巧妙化していま

す。警察が強みを持つ分野もありますが、ＳＮＳ上や若者の間における最新のトレンドワ

ードや対応の早さなどはデジタルネイティブでもある大学生の知見・積極性・視点を充分

に活かした防犯対策も可能かと思います。 

例えば、今はちらし配布よりもＳＮＳ、なかでも静止画より動画の方が目に留まりやす

く、理解されやすいという傾向があるなか、動画作成による啓発活動も大いに有効だと考

えます。もちろん、県警察組織内での業務の効率化・対策の充実もかかせませんし、県警

察と教育現場のさらなる連携も不可欠です。 

ネットが生活に不可欠になっている若い世代だからこそ、ネット使用禁止ではなく、ト

ラブル回避のための知識を重視しなくてはなりません。 

子供の身ならずその家族を守るため、今後も犯罪抑止へ県警察、教育現場の協力体制の

更なる進化、各々の啓発活動を具現化、具体的、スピーディーに進めていただけるよう、

強く要望いたします。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月３日） 教育長答弁要旨 

６番  あいち民主 江原史朗議員 

 

【質問要旨】 

２ 学習障害を抱える子どもたちの学習環境整備について 

(1) 発達性ディスレクシアの児童数について 

発達性ディスレクシアの子供たちの人数について、県教育委員会は現状を把握してい

るのか、お伺いいたします。 

(2) 早期発見を通じた適切な支援について 

発達性ディスレクシアの子供については、できるだけ早期に発見し、適切な支援につ

なげる必要があると思いますが、県教育長の所見をお伺いします。 

 

【教育長答弁要旨】 

(1) 生まれつき文字の読み書きに困難がある、発達性ディスレクシアの子供に関するお尋

ねのうち、はじめに、人数の把握について、お答えをいたします。 

発達性ディスレクシアは、「学習障害」の１つのタイプとされておりますが、こうし

た障害のタイプごとの人数は、全国的な調査が行われておらず、本県においても正確な

人数は把握をしておりません。 

なお、2022年に文部科学省が、全国から抽出をした学校の学級担任などを対象に行っ

た調査では、通常の学級に在籍をし、「読むこと」又は「書くこと」に著しい困難を示

す小中学生の割合は3.5％で、35人学級であれば、１学級に１名程度という数値が出て

おります。 

この抽出調査の都道府県ごとのデータは公表されておりませんが、愛知県においても、

同様であると推察をされます。 

(2) 次に、発達性ディスレクシアの子供の早期発見と支援について、お答えをいたします。 

発達性ディスレクシアを始めとする学習障害のある子供を早期に発見をし、適切な支

援を行うためには、日々子供たちと接している教員が、障害への理解を深めるとともに、

子供の特性に気付けるようになることが必要と考えております。 

そこで、県教育委員会では、今後、通常学級の担任や、全ての小中学校の特別支援教

育コーディネーターを担う教員を対象に、発達性ディスレクシアの特性や、発見から支
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援に至った事例等を扱った研修を毎年夏休みの頃までの早い時期に行い、可能性のある

子供を早期に見つけ、適切な支援ができるようにしてまいります。 

また、発達性ディスレクシアの可能性のある子供に対しては、必要に応じて、通級指

導など個人の状況に合わせながら、きめ細かく支援を行ってまいります。なお、通級指

導を担当する教員に対しては、昨年度から、発達性ディスレクシアの特性や、ＩＣＴ機

器の読み上げ機能などを活用した支援の方法に関する研修を実施しております。 

合わせて、議員お示しの「Tsukuba(つくば)モデル」につきましては、研究段階から

関わっているつくば市教育委員会によりますと、小学校入学後、早期に発見をされた児

童の多くは、適切な読み書きを補完する手法を学ぶことで、１年生の終わりに、学習も

追いつくようになったとのことです。 

そこで、さらに情報を収集するとともに、発達性ディスレクシアを研究する大学教授

などの協力をいただきながら、学校現場でどのように活用ができるのか、市町村と相談

をしながら研究を進めてまいります。 

これらの取組を通して、発達性ディスレクシアの子供が、安心をして学び、成長をし

ていける環境づくりに取り組んでまいります。 

 

【要望】 

２点目は、発達性読み書き障害、ディスレクシアを抱えた子供たちへの取組であります。 

ただ今の御答弁は、「読み書き障害を抱えた子供たちが一定数、現場にいる」という認識

のもと、早期発見・適切な支援体制づくりに向けた取組を進めていただけるものと理解を

いたしました。 

一日でも早く、実効性のある支援体制づくりを期待するところでありますが、県下の市

町村においては、まだまだ発達性読み書き障害についての理解が十分であるとは言えず、

本県からの積極的な情報発信が不可欠と考えます。 

今日、この瞬間も悩んでいる子供たちがおり、半年後には新たに小学校に入学をする子

供たちがおります。早期発見・適切な支援体制づくりを、しつこいようですが、一日も早

く確立をしていただきますことを強く要望させていただいて、私からの質問を終わらせて

いただきます。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月３日） 教育長答弁要旨 

７番  自由民主党 今井隆喜議員 

 

【質問要旨】 

２ 医療的ケア児等への支援の充実強化について 

(1) 幼稚園等における医療的ケア児の受入れについて 

ア Ⅰ型糖尿病患者を含めた医療的ケア児の私立を含む幼稚園、小・中学校、保育所・

認定こども園等における受入れの状況と、ニーズに沿った看護師等の配置について、

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の施行前と施行後の状況を

お聞きします。 

 

【教育長答弁要旨】 

(1)ア 幼稚園等における医療的ケア児の受入れについてのお尋ねのうち、私からは、公立

の幼稚園と、小・中学校における受入れの状況及び看護師等の配置について、お答え

をいたします。 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」施行前の2021年５月１日

時点の医療的ケア児は、幼稚園は２市２園で２人、小学校は26市町 77校で 91人、中

学校は11市町18校で20人が在籍をしており、医療的ケアを行う看護師等は、23市町

で 85人の配置となっておりました。 

法施行後の2022年５月１日時点の医療的ケア児は、幼稚園は４市４園で４人、小学

校は30市町104校で 120人、中学校は17市町 35校で 39人が在籍をしており、看護師

等は、23市町で88人の配置となっておりました。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月４日） 教育長答弁要旨 

１２番  あいち民主 藤原聖議員 

 

【質問要旨】 

２ 県立高校における不審者の侵入防止対策について 

(1) 県立高校の不審者侵入を防止するため、どの様に取り組んでいるのか伺う。 

(2) 県立高校の不審者の侵入防止対策として、防犯カメラを設置することを検討すべきで

はないかと考えるが、県教育委員会の所見を伺う。 

３ 外国にルーツのある県民に対する支援について 

(1) 夜間中学校の検討状況について 

ア これから夜間中学校の設置に向けた具体化を進めていく中で、日本語指導教室など

を実施している関係団体との連携をどのように考えているのか。 

イ 例えば、潜在的なニーズがあると思われる地域の中学校等にサテライト的にオンラ

インによる夜間中学の授業を配信し、それを視聴した生徒が、まず、夜間中学で学ん

でみたいと思ってもらう形になればよいとも考えるが、今後の、夜間中学のさらなる

地域展開について、どのように考えているか。 

 

【教育長答弁要旨】 

２ 県立高校における不審者の侵入防止対策について 

(1) はじめに、県立高校における不審者の侵入を防止するための取組についてお答えいた

します。 

県立高校では、「あいちの学校安全マニュアル」に基づき、全ての学校におきまして危

機管理マニュアルを作成し、生徒が在校する時間帯には、出入口を限定することや、来

校者に名札の着用を求めることなどの対策を行っております。夜間や休日につきまして

は、侵入者を感知する警報装置などによる警備を行っております。 

また、警察や市町村などから入った不審者に関する情報は、県教育委員会を通して

各学校へ一斉に伝達し、生徒の安全確保に向けた取組を徹底するよう指示しております。 

さらに、学校の安全管理担当者を対象とした研修において、警察の職員から、不審者

対応のポイントについて学び、それを踏まえて各学校で、不審者対応の訓練を実施する

よう指導しております。 

本年３月に埼玉の中学校で発生した不審者侵入事件を受けた、文部科学省の通知に基
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づいて、各県立高校で作成している危機管理マニュアルの一斉点検を実施いたしました。

点検の結果、不審者の侵入防止対策として行うべきことについては、各学校のマニュア

ルに記載がされておりましたが、文部科学省が推奨をしておる、不審者の動線を想定し

て、校門から校舎の入り口までを３つのエリアに分け、エリア別の防犯対策を記載して

いる学校は、全149校中 44校にとどまっておりました。 

そのため、危機管理マニュアルにエリア別の防犯対策が記載されていない学校に対し

ましては、マニュアルの修正例を示し、早急に修正するよう指示をいたしました。今後、

各学校の危機管理マニュアルが実効性のある形で修正され、それが適切に運用されてい

るのかを確認してまいります。 

(2) 次に、県立高校における防犯カメラ設置について、お答えいたします。 

議員お示しのとおり、県立特別支援学校では、2018年度から、各学校の正門などに２

台、寄宿舎のある学校では、さらに１台の防犯カメラを設置しております。 

また、県立高校では各学校の判断により、全 149 校の 21.5％に当たる 32 校におきま

して、正門や校舎の入口、部室棟などに防犯カメラを設置しております。 

防犯カメラの設置は、不審者の侵入を防止する有効な方策の一つでありますので、現

在設置している学校の状況も確認しながら、警察と連携して、効果的な防犯対策を進め

てまいります。 

県教育委員会といたしましては、生徒の生命と健康を守ることを最優先に、引き続き、

不審者の侵入防止対策とその改善に取り組んでまいります。 

３ 外国にルーツのある県民に対する支援について 

(1)ア 次に、夜間中学に関するお尋ねのうち、はじめに、日本語指導教室などを実施して

いる関係団体との連携についてお答えをいたします。 

本県では、夜間定時制を置く高校に地域バランスを考慮をして夜間中学を設置する

こととし、2025年４月の豊橋工科高校、2026年４月の豊田西高校、小牧高校、一宮高

校に開校する準備を進めているところでございます。 

夜間中学には、外国にルーツを持つ方が多く入学することが想定されますので、日

本語指導に重点を置いたコースも用意をして、きめ細かに対応してまいります。 

また、本県が６月から８月にかけて実施をしましたニーズ調査では、外国にルーツ

を持つ方は、日本語を習得して、高校への進学や就職など次のステップへ進みたいと

考えている人が多いことが分かりました。さらに、自主夜間中学を運営をする団体か

らは、日本語が全くわからない状態から学び始める方が増えていると聞いております。 
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そのため、「若者・外国人未来塾」を運営する団体など、各地域で日本語教室や学習

支援を行っている団体の協力をいただき、夜間中学の授業が始まる前の時間に日本語

の初期指導を行うなど、外国にルーツを持つ方々の学びをしっかりとサポートをして

まいります。 

イ 次に、夜間中学のさらなる地域展開について、お答えいたします。 

県立の夜間中学は、先程も申し上げましたとおり、豊橋市、豊田市、小牧市、一宮

市の夜間定時制を置く４つの高校に設置をいたします。 

また、名古屋市におきましても、2025年４月の市立の夜間中学の開校に向け、準備

が進められております。 

県教育委員会といたしましては、尾張地区、三河地区の地域バランスを考慮した４

校の体制で、夜間中学で学びたいという方の学びの場をしっかりと確保してまいりた

いと考えております。 

夜間中学の生徒数は、ニーズ調査の結果を見ましても、各学年10人程度であること

が見込まれますが、今後、さらなるニーズが生まれることも想定されますので、議員

お示しの地域の施設を活用したオンライン配信や他の地域への展開など、柔軟に検討

をしてまいります。 

 

【要望】 

まず、防犯カメラについて、教育長の御答弁により、県立高校における防犯カメラの設

置率は、全国平均46.1％の半分以下である21.5％であることがわかりました。 

ある日突然学校で、不審者侵入の被害に遭われた生徒の恐怖や、その心身へのダメージ

は、筆舌に尽くし難く、特に不審者侵入は、いつどのように起こるか予測不能のことであ

り、防犯カメラの設置により、少しでもリスクが軽減されるのであれば、できる対策は最

優先でやるべきではないでしょうか。 

先ほどの防犯カメラの設置は、不審者侵入防止の有効な方策の一つであると御答弁をい

ただいておりますので、まず、各校のニーズを調査されたうえで、導入を希望する学校が

あるならば、迷わず導入できるよう、体制の整備を図るべきだと考えます。 

現在、独自の判断で設置をしている高校からは、導入する際の費用や工事、保守等のラ

ンニングコストに課題があるとお聞きしております。 

すでに防犯カメラを設置している特別支援学校のなかには、リース契約の形で、年間数

十万円で設置しているところもあると聞いております。 
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先行事例を参考に、コスト面でも工夫をしていただき、費用負担への支援を含め、県全

体で積極的に取り組まれることを強く要望いたします。 

続いて、夜間中学校についてございます。本県の夜間中学は、地域のニーズに合わせた

教育内容とするために、単独校として設置する訳であり、その地域のニーズや実情をよく

知る日本語教室や学習支援を行っている団体としっかりと連携をしていただき、各地域で

ネットワークを構築していただきたい。その上で、オンライン配信、サテライト展開など

将来的な展開を期待したいと思います。 

また、国が夜間中学の設置促進のため、ニーズ調査や広報活動の実施に係る支援などの

新設準備・運営支援など様々な支援策を講じておりますが、今般の令和６年度概算要求に

おいて、特に夜間中学の設置促進・充実事業について増額要求を行っており、その動向も

注視していただき、本県においても活用できるよう検討いただきたいと思います。 

 

22



 

令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月５日） 教育長答弁要旨 

１７番  減税日本 井上しんや議員 

  

【質問要旨】 

４ 県民の日学校ホリデー、休み方改革について 

(1) 愛知県から各自治体への説明について 

県民の日学校ホリデーについて、愛知県民の日となぜ結びつけるのか、現場である各

市町村に対し、愛知県はどれだけ説明をされて、現場からの理解が十分に得られていた

のかお伺いします。 

(2) 教育時間の確保について 

授業時間の確保という観点で、県民の日学校ホリデーは本当に必要なのかどうか、お

伺いします。 

(3) 子どもたちの居場所づくりについて 

県民の日学校ホリデーの取り組みにおける、子供たちの居場所づくりについて、愛知

県がどのように取り組まれていく予定かお伺いします。 

 

【教育長答弁要旨】 

(1) 私からは「県民の日学校ホリデー」についてお答えを致します。 

県教育委員会では、11 月 27 日の「あいち県民の日」の制定を機に、子供たちが、地

域の自然や歴史、文化、産業などに関する体験的な学習活動に、家族と一緒に参加をす

ることで、地域への愛着と県民としての誇りをもつ契機としていただきたいと考え、１

１月21日から27日までの「あいちウィーク」の期間中の平日１日を学校休業日とする、

「県民の日学校ホリデー」を創設いたしました。 

各自治体への説明につきましては、昨年の12月から、市町村の教育長や、小中学校の

校長が集まる会合に繰り返し出向き、「県民の日学校ホリデー」についての理解が得られ

るよう、制度の趣旨を丁寧に説明してまいりました。 

併せて、名古屋市教育委員会へも説明に出向いております。 

また並行して、教育関係者から意見を伺うため、「愛知県『休み方改革』プロジェクト

意見交換会」を設け、今年の２月以降、定期的に開催をしてまいりました。この意見交換会

には、市町村の教育長をはじめ、名古屋市を含む小中学校の校長、保護者、教員の代表
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の方々にご出席をいただき、それぞれの立場からご意見を伺っております。 

「県民の日学校ホリデー」についての意見交換は、２月17日と28日、３月の14日の

３回にわたって行い、おおむね教育関係者の理解が得られましたので、３月16日の「愛

知県『休み方改革』プロジェクト」の発表に合わせ、全ての市町村の教育委員会に向け

て、「県民の日学校ホリデー」の実施について検討をしていただくよう、依頼をする文書

を発出いたしました。 

こうしたプロセスを経て、各市町村の教育委員会において理解が進み、「県民の日学校

ホリデー」の実施について、各教育委員会が主体的にご判断をいただけたものと考えて

おります。 

(2) 次に、授業時間の確保についてお答えを致します。 

各市町村の教育委員会では、年度の初めに学習指導要領の内容を満たす授業の年間計画

を定めております。 

授業を行わない学校休業日を新たに設定する場合には、１時間ずつ他の授業日に割り振っ

たり、夏休みなどの長期休業を１日削ったりすることなどで、必要な授業時間を確保するこ

とになりますが、「県民の日学校ホリデー」の実施に当たっては、全ての市町村の教育委員会

において、適切に授業時間を確保することができたと聞いております。 

「県民の日学校ホリデー」は、子供の休みに合わせて保護者が休暇を取得をし、家庭や地域

で一緒に活動することを目指しておりますが、全ての市町村で実施をされることとなり、

各市町村の教育委員会において、子供たちの学びを広げる手立てとして有効であると、

ご判断をいただいたものと考えております。 

(3) 次に、「県民の日学校ホリデー」における子供たちの居場所づくりについてお答えを致

します。 

県の所管局においては、「県民の日」の連携事業として、愛知県美術館の観覧料の免除

や、あいち朝日遺跡ミュージアムでのワークショップイベントの開催など、様々な施設

で、子供たちが利用しやすい取組を用意をしております。 

また、県内各市町村に対しましても、県の取組を参考に、子供たちに身近な場所での

居場所づくりにつながるような事業の実施や、放課後児童クラブの開所等について、協

力を依頼してきたところでございます。 

県教育委員会といたしましては、引き続き関係局と連携をし、「県民の日学校ホリデー」

における子供たちの居場所づくりに努めてまいります。 
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【再質問要旨】 

県民の日学校ホリデーとして学校は休日にせずとも、学校教育の中でも同様の学びはで

きるのではないかと考えますが、愛知県としてのお考えをお伺いします。 

 

【教育長答弁要旨】 

「県民の日学校ホリデー」は、「あいち県民の日」の制定を機に、子供たちが、地域の自

然や歴史、文化、産業などに関する体験的な学習活動に、家族と一緒に参加をすることで、

地域への愛着と県民としての誇りをもつ契機としていただけるよう創設をしたものであり

ますので、大きな意義があると考えております。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月５日） 教育長答弁要旨 

１８番  自由民主党 横田たかし議員 

 

【質問要旨】 

２ 県立高等学校再編の将来構想について 

従来の全日制課程と、新設される昼間定時制課程と通信制課程の連携について、どの

ように考えているか、県の所見を伺います。 

３ 地域の基幹産業に関する学びの機会の創出について 

県立内海高校において、ＩＣＴ機器を最大限活用するなど、あらゆる手法を使って、

地域の基幹産業である水産業を学ぶ機会を創出する取り組みについて県の所見を伺いま

す。 

 

【教育長答弁要旨】 

２ 県立高等学校再編の将来構想について 

はじめに、武豊高校を始め４校に設置をする新しいタイプの定時制・通信制高校におけ

る、全日制、昼間定時制、通信制の３課程間の連携についてお答えをいたします。 

新しいタイプの定時制・通信制高校は、昼間定時制と通信制を全日制の高校内に設置を

し、学習面だけでなく、学校生活の様々な場面で、３課程が相互に連携してまいります。 

学習面につきましては、生徒一人一人の状況に応じて、通信制、昼間定時制、全日制の

３つの課程間の行き来を自由にし、自分が望む学び方ができるようにしてまいります。 

また、課程を異動することなく、自分のペースで生徒が興味・関心をもったほかの課程

の科目を選択できる仕組みといたします。 

学習以外の面でも、文化祭や体育祭、修学旅行などの学校行事や、部活動、地域と連携

をした様々な取組などについて、課程の垣根を越えて合同で実施することも考えておりま

す。これにより、生徒間のコミュニケーションの幅が広がるなどの効果を期待をしており

ます。 

このように、一つの学校の中に、全日制、昼間定時制、通信制が設置されるメリットを

生かした学校運営により、多様な学習ニーズを持った生徒が、フレキシブルに学び、一人

ひとりの個性と能力を伸ばすことができる学校づくりを進めてまいります。 

３ 地域の基幹産業に関する学びの機会の創出について 

次に、県立内海高校における、地域の基幹産業である水産業を学ぶ機会の創出について、
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お答えをいたします。 

県立高校には、地域の未来を担う人材を育成する役割がございますので、生徒が地域の

産業について学ぶ機会をもつことは、大変重要であると考えております。 

そこで、普通科高校におきましても、普段から学校の外に出て、地域の企業や自治体な

どの協力を得ながら、探究活動を進めるといった、これまでの教室内にとどまらない学び

に転換をしていく必要があります。 

現在、内海高校では、地元地域の活性化に貢献をできる人材の育成を目指して、観光資

源について探究をし、自治体の職員に観光の振興について提案を行うことや、水産業に関

連をした物流、販売、飲食などの企業において、インターンシップを行っております。 

地域の基幹産業である水産業を学ぶ機会のさらなる創出につきましては、地元水産業に

興味をもつ生徒を対象に、ＩＣＴを活用をして三谷水産高校と内海高校をネットワークで

つなぎ、同時双方向で水産について学べる環境を整えるとともに、三谷水産高校の実習船

を使って、漁業や船の整備を体験をするなど、実践的な学びができる機会を設けてまいり

ます。 

また現在、観光業を中心的なテーマとしている「総合的な探究の時間」において水産業

に関するテーマを新たに加えるほか、県の漁業生産研究所の協力をいただいて、インター

ンシップや出前講座などを充実をさせてまいります。   

こうした取り組みを進めることで、地域の産業を担う人材の育成に努めてまいります。 

 

【要望】 

次に、県立高等学校再編の将来構想について要望させていただきます。先日、2025年の

新しいタイプの定時制・通信制高校の開設に向け、準備を進めている武豊高校の校長にも

話を伺ってきました。生徒の多様なニーズに対応した「受け皿」は必要ですが、現場を支

える教員の適正な配置も大変重要であると考えますので、適材適所で効果的な教員配置の

実施を要望します。 

最後に、地域の基幹産業に関する学びの機会の創出について要望させていただきます。 

現在、文部科学省では高校の普通科改革を進めており、従来の普通科の枠組みの中で、

地域社会に関する学びに重点的に取り組む学科の設置が認められるようになりました。 

地域に根ざした取り組みを積極的に行っている内海高校は、地元の観光業や漁業などの

産業や文化などの外部資源を生かした特色あるカリキュラムをつくることができると考え
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ますので、普通科の中の新たな学科である「地域探究科」への改編を含む、内海高校の魅

力化・特色化についてご検討していただきますよう要望します。 
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令和５年９月定例県議会 一般質問（１０月５日） 教育長・知事答弁要旨 

２１番  自由民主党 杉浦正和議員 

 

【質問要旨】 

１ ＡＩ時代における教育のあり方について 

(1) 将来的にはＡＩを活用する能力が必要とされる時代が必ず到来すると思いますが、愛 

知県といたしましては、教育現場においてどのようにその能力を醸成させていくおつも 

りなのか、お伺いいたします。 

(2) ＡＩを活用した授業について 

ア 今後子どもたちに対して教育現場においてどのようにＡＩを活用した授業を進めて

いくのか、お伺いいたします。 

イ また、その効果を最大限に引き出すためには学校や教師がその技術を適切に理解し、

利用するスキルが求められます。そこでこれからの学校や教師の対応をどうされてい

くのか、お伺いいたします。 

(3) 従来の教育が重視してきた評価やテストの偏重から脱却し、生徒たちが自分自身で学

ぶ楽しさや喜びを発見できる環境をどのように創出するお考えでしょうか。 

また、授業の設計や教材の選定において、生徒たちの興味や関心に沿ったアプローチ

の導入についてお伺いいたします。 

 

【教育長答弁要旨】 

(1) ＡＩ時代における教育のあり方についてのお尋ねのうち、まず、学校におけるＡＩ活

用能力の育成についてお答えします。 

ＡＩは、コンピューターが人間と同じように学習や判断を行う高度な情報技術で、天

気予報や家電製品、ネットの検索エンジン、ゲームソフトなど、身近なところで幅広く

活用されております。また、最近では、Chat GPT等の生成ＡＩが急速に普及しつつあり

ます。 

ＡＩの仕組みや特性は多様であり、ＡＩを使いこなすためには、まず、それぞれの仕

組みや利便性・リスクなどを理解する段階から、より良い結果を引き出すための使い方

を学ぶ段階を経て、学習や仕事の様々な場面で積極的に用いる段階へ進むというように、

ＡＩを活用する能力は段階的に高めていく必要があると考えております。 
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具体的には、例えば生成ＡＩに関しては、第一段階として、教員からの説明によりそ

の仕組みや特性、またネット上のルールやマナーについて理解します。次に、第二段階

として、中学校では「技術」の授業、高校では「情報」の授業において、実際にＡＩに

質問をして回答を得ることを体験して適切な使い方を学びます。そして、第三段階とし

て、各教科の授業において、生徒が主体的に学ぶための道具としてＡＩを活用する、と

いった具合です。 

こうしたステップを踏み、最終的には日常的に使いこなせるよう、生徒のＡＩ活用能

力を高めてまいります。 

(2)ア 次に、ＡＩを活用した授業の進め方についてお答えします。 

県立高校では、「英語」の授業において、ＡＩによる音声認識や自動採点の機能を

使って、個々の生徒に応じた発音練習をしている事例や、「数学」の授業において、

生徒の解答内容からＡＩが一人一人に適した問題を提案してくれる機能を利用し、効

果的な問題演習に取り組んでいる事例などがございます。 

また、生成ＡＩに関する文部科学省の暫定ガイドラインでは、生成ＡＩの活用が有

効な授業の場面として、グループ討論によりアイデアを出す段階で、自分達に足りな

い視点を見つけるためにＡＩを使う場合や、ＡＩが生成した回答に含まれる誤りを教

材として使用し、生徒にＡＩの限界や性質を気づかせる場合など、主体的に考える活

動の中で補助的にＡＩを使う場面が示されております。 

このガイドラインを受けて県教育委員会では、まずは生徒に生成ＡＩの仕組みや使

い方をしっかり理解させた上で、生徒の理解度や発達段階に合わせて効果的な場面で

使っていくという方針を各県立学校や市町村の教育委員会に示したところであります。 

(2)イ 次に、ＡＩについての学校や教員の適切な理解と利用スキル向上のための取組につ

いてお答えします。 

県教育委員会では、学校を指導する立場にある指導主事を対象に、今年度から、Ｉ

ＣＴ活用に関する知識やスキルを身に付けるための研修を始めておりますが、その中

でＡＩについても学んでおります。 

また、初任者研修や中堅教員向けの研修、各学校でＩＣＴ活用の推進役となる教員

を養成する研修においても、ＡＩに関する情報を取り上げております。 

さらに、生成ＡＩに関する文部科学省の暫定ガイドラインを踏まえ、生成ＡＩの利

用に当たっては、県教育委員会が作成した資料に基づいて校内研修を実施するよう、
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各学校に指示をしております。 

加えまして、ＩＣＴ教育について教員同士が気軽に情報交換できるオンラインサイ

トを、今年９月に立ち上げました。この交流サイトにおいて、ＡＩ活用の優れた取組

事例を教育委員会から紹介し、効果的な活用方法の普及を図ってまいります。 

ＡＩが教育現場において適切かつ効果的に活用されるよう、こうした取組を進める

ことにより、学校や教員の知識・技術を高めてまいります。 

(3) 次に、生徒たちが自分自身で学ぶ楽しさや喜びを発見をできる環境の創出と、生徒た

ちの興味・関心に沿った授業へのアプローチについてお答えをいたします。 

社会の変化が加速度を増し、将来の予測が極めて難しい時代の学校教育には、子供た

ちが多様な人々と協働をしながら、答えのない課題に失敗を恐れずチャレンジをし、持

続可能な社会の担い手となれるよう、資質・能力を育成をすることが求められておりま

す。 

そうした教育を実現するには、議員お示しのように、生徒一人一人の主体性と興味・

関心を大切にし、楽しみながら多様な学び方や試行錯誤をすることが可能な環境を整え

ることが必要でございます｡ 

そこで、県立高校では、探究活動を核とする「主体的・対話的で深い学び」の実現に

向け、県内全域において、各高校が連携して公開授業や研究協議を行い、組織的な授業

改善に取り組んでおります。 

また、県教育委員会では2025年度に、探究学習重視型の中高一貫校を設置をすること

としており、生徒自身が課題を設定をし、解決のための情報を収集・分析をし、他の生

徒と意見を交換をしたり協働をしたりしながら、最適解や納得解を見いだす探究活動を

６年間のゆとりのある環境で行ってまいります。そこで得られた成果やノウハウは、他

の県立高校と地域の中学校に広めてまいります。 

さらに、生徒が主体の新しい時代の教育を進めるに当たっては、興味・関心と意欲を

喚起をする授業の進め方や教材選定に加えて、学習の評価においても、知識を問うペー

パーテストだけではなく、「何ができるようになったのか」を測るパフォーマンステス

トや、探究の成果としてのレポートや作品を重視をする必要があります。 

こうした点に留意をしながら、生徒一人一人が探究的な学びの中で、学ぶ楽しさや喜

びを感じ、それが次の学びへの意欲となり、探究心をもった自立した大人に育つよう、

愛知の教育改革を進めてまいります。 
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【知事答弁要旨】 

ＡＩ時代における教育のあり方について、私からもお答えいたします。 

ＡＩを始めとする情報技術は、私たちの想像をはるかに上回るスピードで進化し続けて

おり、車の自動運転や物流の効率化、画像診断による病気の早期発見など、様々な分野で

活用が進んでおります。 

ＡＩがさらに進歩し、広く普及する今後の社会では、ＡＩを道具として使いこなしなが

ら、人間にしかできない創造的な思考や工夫によって、社会の課題を解決していける人材

が求められております。 

そのために学校では、子供達が自ら目標を立て、その達成に向けて試行錯誤しながら進

めていく探究的な学びの中で、ＡＩへの懸念やリスクに十分な対策を講じつつ、効果的な

活用を進めてまいります。 

その際に鍵となるのが教員の指導力であります。ＡＩを始めとする高度な情報技術は、

専門性が高く、進歩のスピードが非常に速い分野でありますので、外部の専門人材を積極

的に活用することで、研修の充実や技術的なサポートの強化を図ってまいります。 

また、学校における働き方改革の観点から、デジタル採点システムの導入などＡＩを活

用した業務の効率化を進めることで、教員が子供達と向き合う時間を確保し、教育の質を

高めてまいります。 

こうした取組により、情報技術の進展と社会の変化にしっかりと対応しながら、愛知の

教育を前へ進めてまいりたいと考えております。 

 

【要望】 

要望をさせていただきたいと思います。 

「ＡＩ時代における教育のあり方について」でありますが、ＡＩとの共存の時代という

のは必ずやってくると思います。 

従って、先程知事もおっしゃってみえましたけれども、これからの教育はＡＩを使える

人間、そしてＡＩを活用できる教育環境、そしてＡＩができないことをやれる人間を育て

て行くことが必要であります。 

特にＡＩができないことをやれる人間、これを育てていくには、人間の持つ可能性を最

大限に引き上げる教育、こういったものが必要になってくると思います。 
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その条件としては、好きこそものの上手なれ、ではございませんが、その分野を学ぶこ

とが楽しい、と思えることが大切であります。ただ、現在の子供を取り巻く環境は、学校

では数字が子供たちの評価規準になりまして、そして家庭では何のために勉強をするのか、

説明されず、勉強しろと言われ、社会に出れば未だ学歴が評価の物差しになっているのが

現状だと思います。これからはどこを出た、何を勉強した、ではなくて、何ができるのか

が評価される時代になっていくと思います。そういった意味では先程、教育長がおっしゃ

っていただいたパフォーマンスも評価していくんだと、これは非常によい方向性だと思い

ますので、是非とも進めていっていただきたいと思います。 

また、そうした時代に対応するには、まずは義務教育の間に基礎と子供の自ら学ぶ姿勢

を醸成させる、そして義務教育以上はその可能性を更に伸ばせる教育環境をつくっていく

ことが大切だと思います。 

そのためには多様な学びができる教育環境の整備が必要であります。多様な学びは公立

も私立もそして、専門や専修学校などが高いレベルで特色をもった学校づくりがあって初

めて、子供たちに提供できるのだと思います。 

しかし、先日私学の関係者の皆さんからいただいた声は「特色ある学校づくりを進めた

いと思うが、財政的な負担が増えることから断念せざるを得ない」、まあこういうことであ

りました。 

従って、これからの教育は公立教育の多様性を確保するのと同時に、私立などの民間教

育にも、一定の条件をつけた上で、特色ある教育を実現するための支援をしていっていた

だきたい。そして全県でこれまで以上に多様性のある教育環境を整備していっていただき

たい。このことを要望したいと思います。 
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